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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法であって、
　前記液滴射出装置に液体の液滴を射出方向に射出させるために、前記アクチュエータに
少なくとも２つの一次駆動パルスを印加する工程と、
　前記アクチュエータに、前記液滴の体積を変えずに前記液滴の前記射出方向における長
さを減少させる１つ以上の二次駆動パルスを印加する工程と
を備え、
　前記液滴射出装置が、少なくとも１００ｋＨｚの固有周波数ｆjを有し、
　前記固有周波数ｆjが、前記液滴射出装置の長さ方向に沿って圧力波の発生地点から前
記液滴射出装置の端まで伝播する音波の周期の逆数であり、
　前記二次駆動パルスの少なくとも１つが、前記少なくとも２つの一次駆動パルスの前に
印加され、前記二次駆動パルスの別の少なくとも１つが、前記少なくとも２つの一次駆動
パルスの後に印加されることを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記一次駆動パルスに続き、前記二次駆動パルスの最初のパルスが、前記液滴射出装置
の前記固有周波数ｆｊに対応する周期より長い時間だけ遅延されることを特徴とする請求
項１記載の方法。
【請求項３】
　前記１つ以上の二次駆動パルスの各々が、前記少なくとも２つの一次駆動パルスのうち
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の少なくとも１つの振幅より小さい振幅を有することを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項４】
　前記１つ以上の二次駆動パルスの各々が、前記少なくとも２つの一次駆動パルスのうち
の少なくとも１つのパルス幅より小さいパルス幅を有することを特徴とする請求項１記載
の方法。
【請求項５】
　前記液体が高分子量材料を含むことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項６】
　前記高分子量材料がポリマーであることを特徴とする請求項５記載の方法。
【請求項７】
　前記ポリマーが発光ポリマーを含むことを特徴とする請求項６記載の方法。
【請求項８】
　アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法であって、
　前記液滴射出装置に液体の液滴を射出方向に射出させるために、前記アクチュエータに
少なくとも２つの一次駆動パルスを印加する工程と、
　前記アクチュエータに、前記液滴の体積を変えずに前記液滴の形状を変える１つ以上の
二次駆動パルスを印加する工程と
を備え、
　前記二次駆動パルスの周波数が前記液滴射出装置の固有周波数ｆｊより大きく、
　前記固有周波数ｆjが、前記液滴射出装置の長さ方向に沿って圧力波の発生地点から前
記液滴射出装置の端まで伝播する音波の周期の逆数であり、
　前記二次駆動パルスの少なくとも１つが、前記少なくとも２つの一次駆動パルスの前に
印加され、前記二次駆動パルスの別の少なくとも１つが、前記少なくとも２つの一次駆動
パルスの後に印加されることを特徴とする方法。
【請求項９】
　前記二次パルスが、前記液滴の前記射出方向における長さを変えることを特徴とする請
求項８記載の方法。
【請求項１０】
　前記液体が高分子量材料を含み、
　前記液滴の質量の少なくとも約６０％が、前記液滴内の点から半径ｒ以内に含まれ、ｒ
は
【数１】

によって与えられる球体の液滴の半径に対応し、式中、ｍｄは前記液滴の質量であり、ρ
は前記液体の濃度であることを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項１１】
　前記液滴の前記射出方向における長さが約１０％以上減少することを特徴とする請求項
１記載の方法。
【請求項１２】
　前記液滴の前記射出方向における長さが約２５％以上減少することを特徴とする請求項
１１記載の方法。
【請求項１３】
　前記液滴の前記射出方向における長さが約５０％以上減少することを特徴とする請求項
１１記載の方法。
【請求項１４】
　前記液滴の質量の約２０％未満が前記後尾部に配置されることを特徴とする請求項１記
載の方法。
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【請求項１５】
　前記液滴の質量の約１０％未満が前記後尾部に配置されることを特徴とする請求項１４
記載の方法。
【請求項１６】
　前記液滴の質量の約５％未満が前記後尾部に配置されることを特徴とする請求項１４記
載の方法。
【請求項１７】
　前記液滴が約４ｍ／ｓを超える速度を有することを特徴とする請求項１４記載の方法。
【請求項１８】
　前記液滴が約６ｍ／ｓを超える速度を有することを特徴とする請求項１４記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の説明】
【０００１】
　本願は、２００４年３月１５日に出願された「高周波数液滴射出装置および方法（HIGH
 FREQUENCY DROPLET EJECTION DEVICE AND METHOD）」という名称の米国特許出願第１０
／８００，４６７号の一部継続出願であり当該特許出願による優先権を主張する２００６
年４月１２日に出願された米国特許出願第１１／２７９，４９６号による優先権を主張し
、その全内容を参照して本願明細書に組み込む。
【技術分野】
【０００２】
　本発明は、液滴射出装置と、液滴射出装置を駆動する方法とに関する。
【背景技術】
【０００３】
　液滴射出装置は様々な目的で用いられており、様々な媒体上に画像をプリントするため
に用いられるのが最も一般的である。これらはしばしば、インクジェットまたはインクジ
ェットプリンタと呼ばれる。ドロップ・オン・デマンド型の液滴射出装置は、その適応性
および経済性から、多くの用途で用いられている。ドロップ・オン・デマンド型の装置は
、通常は電気的波形（以下「波形」）である特定の信号に応答して単一の液滴を射出する
。
【０００４】
　液滴射出装置は、一般的に、液体供給源からノズル経路に至る液体経路を含む。ノズル
経路はノズル開口部で終端し、ノズル開口部から液滴が射出される。液滴の射出は、液体
経路内の液体をアクチュエータで加圧することによって制御される。アクチュエータは、
例えば、圧電偏向器、サーマルバブルジェット（登録商標）発生器または静電気的に偏向
される素子であり得る。
【０００５】
　一般的なプリントヘッド（例えば、インクジェットプリントヘッド）は、アレイ状に配
列された液体経路、それらに対応するノズル開口部、およびそれらに関連付けられたアク
チュエータを有し、各ノズル開口部からの液滴の射出を独立して制御可能である。ドロッ
プ・オン・デマンド型のプリントヘッドでは、各アクチュエータは、プリントヘッドと基
体とが互いに相対移動する際に、液滴を特定の目標画素位置に選択的に射出するよう発射
される。高性能プリントヘッドでは、ノズル開口部は、一般的に、５０マイクロメートル
以下（例えば、約２５マイクロメートル）の直径を有し、１００～３００ノズル／インチ
（２．５４ｃｍ）のピッチで離間され、１００～３００ｄｐｉ以上の解像度を有し、約１
～１００ピコリットル（ｐｌ）以下の液滴サイズを提供する。液滴射出周波数は一般的に
１０～１００ｋＨｚ以上であるが、幾つかの用途ではこれより低い場合もある。
【０００６】
　ホイシントンら（Hoisington et al.）の特許文献１（その全内容を参照して本願明細
書に組み込む）には、半導体プリントヘッド本体と圧電アクチュエータとを有するプリン
トヘッドが記載されている。プリントヘッド本体はシリコンでできており、エッチングに
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より複数の液体チャンバが画成されている。シリコン本体に取り付けられた別個のノズル
プレートによって、複数のノズル開口部が画成されている。圧電アクチュエータは圧電材
料層を有し、圧電材料層は、印加電圧に応答して形状が変化、即ち屈曲する。圧電層の屈
曲により、インク経路に沿って配置されたポンプチャンバ内のインクが加圧される。付着
精度は、ヘッド内の複数のノズルによって射出される液滴のサイズおよび速度の均一性、
並びに装置内の複数のヘッド間のそれら均一性を含む多くの要因によって影響される。液
滴サイズおよび液滴速度の均一性は、例えば、インク経路の寸法的均一性、音響干渉の影
響、インク流路内の汚れ、およびアクチュエータの作動均一性等といった要因によって影
響される。
【０００７】
　ドロップ・オン・デマンド型の射出器は、目標物を移動させながらまたは射出器を移動
させながら動作させることが多く、液滴速度のばらつきは、媒体上の液滴の位置のばらつ
きにつながる。これらのばらつきは、イメージング用途においては画像品質を低下させ得
るものであり、他の用途においてはシステム性能を低下させ得るものである。液滴の体積
および／または形状のばらつきは、画像中のスポットサイズのばらつきや、他の用途にお
ける性能の低下につながる。これらの理由により、通常、液滴の速度、液滴の体積、およ
び液滴形成特性は、射出器の動作範囲にわたってできるだけ一定であるのが好ましい。
【０００８】
　液滴射出器の製造者は、周波数応答を向上させるために様々な技術を適用しているが、
周波数応答を改善可能な程度は、ドロップ・オン・デマンド型の射出器における液滴発射
の物理的な要件により制限され得る。「周波数応答」とは、射出器の固有の物理的性質に
よって決定される特徴的な挙動を指し、これは、或る範囲の液滴射出周波数にわたる射出
器性能を決定するものである。一般的に、液滴の速度、液滴の質量、および液滴の体積は
、動作周波数の関数として変化し、液滴形成もしばしば影響を受ける。周波数応答を改善
するための一般的な手法には、共振周波数を高めるために射出器内の流路の長さを短くし
、減衰を高めるために流路の流動抵抗を高め、例えばノズルや制限器等といった内部要素
のインピーダンスを調整することが含まれ得る。
【特許文献１】米国特許第５，２６５，３１５号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記問題に鑑み、本発明は、アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法の提
供を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　ドロップ・オン・デマンド型の液滴射出装置は、射出装置の最大能力までの任意の周波
数、または複数の周波数の組合せで、液滴を射出し得る。しかし、広範囲の周波数にわた
って動作する場合には、液滴射出装置の性能は、射出器の周波数応答によって影響され得
る。
【００１１】
　液滴射出器の周波数応答を改善する１つの方法は、波形に応答して単一の液滴を形成す
るために十分に高い周波数を有するマルチパルス波形を用いることである。マルチパルス
波形の周波数とは、先に言及した液滴射出周波数ではなく、一般的に、波形におけるパル
ス周期の逆数のことであり、これには「周波数応答」が関係する。このタイプのマルチパ
ルス波形は、液滴形成時間パラメータに対してパルス周波数が高く且つパルス間の時間が
短いので、多くの射出器で単一の液滴を形成する。
【００１２】
　周波数応答を改善するために、波形は、マルチパルス波形に応答して形成され得る複数
の小さい液滴ではなく、単一の大きい液滴を生じるものであるべきである。単一の大きい
液滴が形成されると、個々のパルスから入力されるエネルギーがマルチパルス波形にわた
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って平均化される。その結果、各パルスから液体に付与されるエネルギーの変動の影響が
低減される。従って、液滴の速度および体積が、動作範囲にわたってより一定となる。
【００１３】
　更に、幾つかの実施形態では、マルチパルス波形を用いて、例えば、液滴後尾部の長さ
を減少させてより球体に近い液滴を生じることにより、液滴の形状を改善できる。例えば
、マルチパルス波形を用いて、高分子量成分を含む液体または比較的高い伸長粘度を有す
る液体を射出することにより、液滴後尾部の長さを減少させることができる。幾つかの実
施形態では、マルチパルス波形は、１つの一次パルスと、該一次パルスに応答して射出さ
れる液体の体積にさほど影響せずに、射出される液滴の後尾部の長さを減少させる１つ以
上の二次パルスとを含み得る。二次パルスは、一次パルスの前および／または後に印加さ
れ得る。
【００１４】
　幾つかのパルス設計パラメータを最適化することで、マルチパルス波形に応答して単一
の液滴が形成されることを確実にできる。一般的に、これらのパラメータには、各パルス
の個々のセグメントの相対的な振幅、各セグメントの相対的なパルス幅、および波形の各
部分のスルーレートが含まれる。幾つかの実施形態では、各パルスの電圧振幅が次第に大
きくなるマルチパルス波形により、単一の液滴を形成できる。或いは、またはそれに加え
て、連続するパルス間の時間が全パルス幅に対して相対的に短いマルチパルス波形により
、単一の液滴が得られる。マルチパルス波形は、ジェットの固有周波数およびその高調波
に対応する周波数では、ほとんどまたは全くエネルギーを有しないものであり得る。
【００１５】
　１つの態様では、アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法は、液滴射出装
置に液体の液滴を射出方向に射出させるために、アクチュエータに一次駆動パルスを印加
する工程と、アクチュエータに、液滴の体積を実質的に変えずに液滴の射出方向の長さを
減少させる１つ以上の二次駆動パルスを印加する工程とを備える。
【００１６】
　他の実施態様は、以下の特徴の１つ以上を含み得る。１つ以上の二次駆動パルスが、一
次駆動パルスの後に印加されることを含む、上記液滴射出装置を駆動する方法。この方法
は、一次駆動パルスに続き、二次駆動パルスの最初のパルスが、液滴射出装置の固有周波
数ｆｊに対応する周期より長い時間だけ遅延されることも含み得る。１つ以上の二次駆動
パルスは一次駆動パルスの前に印加されてもよく、または、二次駆動パルスは一次駆動パ
ルスの前後に印加されてもよい。１つ以上の二次駆動パルスは、一次駆動パルスの振幅よ
り小さい振幅を有し得る。
【００１７】
　他の実施態様は、以下の特徴の１つ以上を含み得る。上記方法は、一次駆動パルスのパ
ルス幅より小さいパルス幅を有する１つ以上の二次駆動パルスを含み得る。上記液体は高
分子量材料（即ち、発光ポリマー等のポリマー）を含み得る。液滴の射出方向における長
さは、約１０％以上、約２５％以上、または約５０％以上減少し得る。
【００１８】
　別の態様において、アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法は、液滴射出
装置に液体の液滴を射出方向に射出させるために、アクチュエータに一次駆動パルスを印
加する工程と、アクチュエータに、液滴の体積を実質的に変えずに液滴の形状を変える１
つ以上の二次駆動パルスを印加する工程とを備え、二次駆動パルスの周波数は液滴射出装
置の固有周波数ｆｊより大きい。
【００１９】
　複数の実施態様は、以下の特徴の１つ以上を含み得る。上記方法では、二次パルスが液
滴の射出方向の長さを変えてもよく、または、二次パルスが液滴の射出方向の長さを減少
させてもよい。
【００２０】
　別の態様において、アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法は、液滴射出
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装置に高分子量材料を含む液体の単一の液滴を射出させるために、アクチュエータに２つ
以上の駆動パルスを含むマルチパルス波形を印加する工程を備え、駆動パルスの周波数は
液滴射出装置の固有周波数ｆｊより大きい。
【００２１】
　別の態様において、アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法は、液滴射出
装置に液体の液滴を射出方向に射出させるために、アクチュエータに複数の駆動パルスを
印加する工程を備え、パルスの少なくとも一部は、液滴射出装置の固有周波数ｆｊより大
きい周波数を有し、液体は、約１０３以上の分子量を有する材料を含む。
【００２２】
　更に別の態様において、アクチュエータを有する液滴射出装置を駆動する方法は、液滴
射出装置に、高分子量材料を含む液体の液滴を射出させるために、アクチュエータに、２
つ以上の駆動パルスを含むマルチパルス波形を印加する工程を備え、液滴の質量の少なく
とも約６０％は、液滴内の点から半径ｒ以内に含まれ、ｒは
【数１】

【００２３】
によって与えられる球体の液滴の半径に対応し、式中、ｍｄは液滴の質量であり、ρは液
体の濃度である。
【００２４】
　本発明の実施形態は、以下の長所の１つ以上を有し得る。
【００２５】
　本願明細書で開示される技術は、液滴射出装置の周波数応答性能を改善するために用い
られ得る。発射レートの関数としての、液滴射出器、即ちジェットから射出される液滴の
速度のばらつきを、かなり低減できる。発射レートの関数としての、液滴射出器から射出
される液滴の体積のばらつきを、かなり低減できる。速度の誤差を低減することにより、
液滴の配置誤差を低減でき、イメージング用途では画像を改善できる。体積のばらつきを
低減することにより、非イメージング用途では品質が向上し、イメージング用途では画像
が改善される。
【００２６】
　これらの方法を用いて、或る用途において、その用途で要求されるよりも（体積が）例
えば１．５倍～４倍以上小さい液滴を生じる液滴射出器設計の仕様を定めることにより、
周波数に依存する射出器性能を改善できる。そして、これらの技術を適用することにより
、射出器は、その用途で要求される液滴サイズを生じることができる。従って、本願明細
書で開示される技術は、小さい液滴射出装置から大きい液滴サイズを提供するために用い
られ得ると共に、１つの液滴射出装置から広範囲の液滴サイズを生じるために用いられ得
る。開示される技術を用いて達成可能な広範囲の液滴サイズにより、インクジェットプリ
ント用途において広範囲の階調を有する階調画像の提供が容易になる。
【００２７】
　幾つかの実施形態では、これらの技術で液滴後尾部のサイズを減少させることにより、
インクジェットプリント用途では、例えば、インクの大きい液滴後尾部に関連する、液滴
の不正確な配置によって生じ得る画像の劣化が低減され得る。基体が射出装置に対して相
対移動している際、単一の大きい液滴は、その全ての液体が、移動する基体上の複数箇所
ではなく1箇所に付着するので、これらの技術で、複数の液滴を有しない大きい液滴体積
を達成することにより、不正確さを低減することができる。単一の大きい液滴は、複数の
小さい液滴よりも遠くまでよりまっすぐに移動できるので、更なる利益が提供され得る。
【００２８】
　添付の図面および以下の説明で、本発明の１つ以上の実施形態の詳細を述べる。本発明
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の他の特徴および長所は、この説明および図面、並びに特許請求の範囲から明らかになる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　様々な図面中、同一参照番号は同一要素を示す。
【００３０】
　図１を参照すると、プリントヘッド１２は、複数の（例えば、１２８個、２５６個また
はそれ以上）のインクジェット１０を含み（図１には１つのみ示す）、これらは、インク
ジェット１０の発射を制御するために信号ライン１４および１５を介して供給され内蔵制
御回路１９によって分配される電気的駆動パルスによって駆動される。外部コントローラ
２０は、ライン１４および１５を介して駆動パルスを供給すると共に、更なるライン１６
を介して内蔵制御回路１９に制御データおよびロジック用電力並びにタイミングを供給す
る。インクジェット１０によって射出されるインクは、プリントヘッド１２に対して（例
えば、矢印２１で示される方向に）相対移動する基体１８上に１つ以上のプリントライン
１７を形成するように送出され得る。幾つかの実施形態では、単一パスモードで、基体１
８が静止したプリントヘッド１２を通過するよう移動する。或いは、走査モードで、プリ
ントヘッド１２が基体１８を横断するよう移動することも可能である。
【００３１】
　図２Ａ（縦断面図）を参照すると、各インクジェット１０は、プリントヘッド１２の半
導体ブロック２１の上面に細長いポンプチャンバ３０を含む。ポンプチャンバ３０は、（
インク供給源３４から側面に沿って）入口３２から延び、ブロック２１の上面２２から下
層２９にあるノズル２８の開口部へと下行する下行経路３６内のノズル流路に至る。ノズ
ルサイズは所望により変わり得る。例えば、ノズルの直径は数マイクロメートル台（例え
ば、約５マイクロメートル、約８マイクロメートル、１０マイクロメートル）、数十マイ
クロメートル台、または数百マイクロメートル台（例えば、約２０マイクロメートル、約
３０マイクロメートル、約５０マイクロメートル、約８０マイクロメートル、約１００マ
イクロメートル、約２００マイクロメートル、またはそれ以上）であり得る。各ポンプチ
ャンバ３０への入口３２には流れ規制要素４０が設けられる。各ポンプチャンバ３０を覆
う平坦な圧電アクチュエータ３８は、ライン１４から供給される駆動パルスによって作動
され、そのタイミングは、内蔵回路１９からの制御信号によって制御される。駆動パルス
によって圧電アクチュエータの形状が変形し、これによってチャンバ３０の容積が変わる
ことで、入口からチャンバに液体が引き込まれ、インクが下行経路３６を通ってノズル２
８から押し出される。各プリントサイクルで、アクティブにされたジェットにマルチパル
ス駆動波形が送出され、プリントヘッド装置１２を通過する基体１８の相対移動と同期し
た所望のタイミングで各ジェットのノズルから単一の液滴を射出させる。
【００３２】
　図２Ｂも参照すると、平坦な圧電アクチュエータ３８は、駆動電極４２と接地電極４４
との間に設けられた圧電層４０を含む。接地電極４４は接着層４６によって薄膜４８（例
えば、シリカ、ガラスまたはシリコン薄膜）に接着される。動作中は、駆動パルスが、駆
動電極４２と接地電極４４との間に電位差を与えることにより圧電層４０内に電界を発生
する。圧電層４０がこの電界に応答してアクチュエータ３８を変形させることにより、チ
ャンバ３０の容積が変わる。
【００３３】
　各インクジェットは、射出器（即ちジェット）の長さ方向に伝搬する音波の周期の逆数
に関係する固有周波数ｆｊを有する。ジェットの固有周波数は、ジェット性能の多くの面
に影響し得る。例えば、ジェットの固有周波数は、一般的に、プリントヘッドの周波数応
答に影響する。一般的に、ジェットの固有周波数の約２５％までの、実質的に固有周波数
に未たない（例えば、固有周波数の約５％未満の）周波数範囲では、ジェット速度は一定
である（例えば、平均速度の５％以内）。周波数がこの範囲より高くなると、ジェット速
度は増加方向に変化し始める。この変化は、部分的には、前回の駆動パルスの残留圧力お
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よび流れによって生じると考えられる。これらの圧力および流れは、現在の駆動パルスと
相互作用して建設的または破壊的干渉を生じ得るものであり、これにより、通常の発射よ
りも液滴発射速度が速くまたは遅くなる。建設的干渉は駆動パルスの有効振幅を増加させ
、液滴速度を高める。逆に、破壊的干渉は駆動パルスの有効振幅を減少させ、これにより
液滴速度が低下する。
【００３４】
　駆動パルスによって生じる圧力波は、ジェットの固有周波数、即ちジェットの共振周波
数でジェット内を往復するよう反射する。圧力波は、通常、ポンプチャンバ内の発生地点
からジェットの端部に向かって移動して、ポンプチャンバの下を戻り、この時点で次の駆
動パルスに影響する。しかし、ジェットの様々な部分が部分的な反射を与え得るので、応
答がより複雑になる。
【００３５】
　一般的に、インクジェットの固有周波数は、インクジェットの設計および射出されるイ
ンクの物理的性質の関数として変化する。幾つかの実施形態では、インクジェット１０の
固有周波数は約１５ｋＨｚを超える。他の実施形態では、インクジェット１０の固有周波
数は約３０～１００ｋＨｚ（例えば約６０ｋＨｚまたは８０ｋＨｚ）である。更に別の実
施形態では、固有周波数は約１００ｋＨｚ以上（例えば約１２０ｋＨｚまたは約１６０ｋ
Ｈｚ等）である。
【００３６】
　ジェットの固有周波数を決定する１つの方法は、容易に測定可能なジェットの速度応答
から求めるものである。液滴速度の周期性の変化は、ジェットの固有周波数に対応する。
図３を参照すると、液滴速度の周期性の変化は、パルス周波数の逆数に対する液滴速度を
プロットし、ピーク間の時間を測定することによって測定できる。固有周波数は１／τで
あり、τは時間に対する速度の曲線の局地的な極値間（即ち、隣接する極大値間または隣
接する極小値間の）の時間である。この方法は、実際にデータをプロットすることなく、
電子的データ整理技術を用いて適用できる。
【００３７】
　液滴速度は様々な方法で測定できる。１つの方法は、高速カメラの前で、例えばＬＥＤ
等のストロボ光で照明しながらインクジェットを発射することである。ストロボは、画像
ビデオ中で液滴が静止して見えるように、液滴発射周波数と同期される。この画像を従来
の画像解析技術を用いて処理し、液滴頭部の位置を判定する。これらを液滴が射出されて
からの時間と比較し、有効液滴速度を判定する。一般的なシステムでは、周波数の関数と
しての速度のデータがファイルシステムに格納される。データをアルゴリズムによって解
析してピークを抽出するか、または、解析的に導出された曲線でデータを近似することが
できる（例えば、周波数、減衰、および／または速度によってパラメータ化される）。フ
ーリエ解析を用いてジェットの固有周波数を判定することも可能である。
【００３８】
　動作中、各インクジェットは、１つのマルチパルス波形に応答して単一の液滴を射出し
得る。図４Ａにはマルチパルス波形の一例が示されている。この例では、マルチパルス波
形４００は４つのパルスを有する。各マルチパルス波形は、一般的に、射出周期（即ち、
射出周波数に対応する周期）の整数倍に対応する期間によって次の波形から離間される。
各パルスは、ポンプ要素の容積の増加中に対応する「充填」傾斜部と、ポンプ要素の容積
の減少中に対応する「発射」傾斜部（充填傾斜部の反対側の傾斜）とを有するものとして
特徴付けることができる。マルチパルス波形４００には、一続きの充填傾斜部および発射
傾斜部がある。一般的に、ポンプ要素の容積の拡張および収縮は、ポンプチャンバ内の圧
力変化を生じさせ、これによって液体がノズルから押し出される傾向がある。
【００３９】
　各パルスは、個々のパルスセグメントの開始からそのパルスセグメントの終わりまでの
時間に対応するパルス周期τｐを有する。マルチパルス波形の全周期は、４つのパルス周
期の合計である。波形の周波数は、パルス数をマルチパルスの全周期で割ることによって
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、およその値を決定できる。或いは、またはそれに加えて、フーリエ解析を用いてパルス
周波数の値を求めることもできる。フーリエ解析は、マルチパルス波形の高調波成分の大
きさを提供する。パルス周波数は、高調波成分が最大となる（即ち、フーリエスペクトル
における最も高い非ゼロのエネルギーピークの）周波数ｆｍａｘに対応する。駆動波形の
パルス周波数は、ジェットの固有周波数ｆｊより大きいのが好ましい。例えば、パルス周
波数は、ジェットの固有周波数の約１．１～５倍（例えばｆｊの約１．３～２．５倍、ｆ

ｊの約１．８～２．３倍、ｆｊの約２倍等）であり得る。幾つかの実施形態では、パルス
周波数は、ジェットの固有周波数の倍数（例えば、ジェットの固有周波数の約２倍、３倍
または４倍等）であり得る。
【００４０】
　本実施形態では、パルスはバイポーラである。即ち、マルチパルス波形４００は、負の
極性の部分（例えば、部分４１０）および正の極性の部分（例えば、部分４２０）を含む
。一方の極性のみのパルスを有する波形もあり得る。ＤＣオフセットを含む波形もあり得
る。例えば、図４Ｂには、ユニポーラパルスのみを含むマルチパルス波形が示されている
。この波形では、パルスの振幅および幅が、各パルス毎に次第に増加している。
【００４１】
　マルチパルス波形に応答してジェットによって射出される単一のインク液滴の体積は、
後に続く各パルス毎に増加する。図５Ａ～図５Ｅには、マルチパルス波形に応答したイン
クの蓄積およびノズルからの射出が示されている。最初のパルスの前には、インクジェッ
ト１０内のインクの終端は、ノズル２８のオリフィス５２８から（内圧により）僅かに後
方に湾曲したメニスカス５１０を形成している（図５Ａ参照）。オリフィス５２８は、最
小寸法Ｄを有する。例えば、オリフィス５２８が円形である実施形態では、Ｄはオリフィ
スの直径である。一般的に、Ｄはジェット設計および液滴サイズの要件によって様々であ
り得る。一般的に、Ｄは約１０μｍ～２００μｍである（例えば、約２０μｍ～５０μｍ
）。第１のパルスは、インクの最初の体積をオリフィス５２８へと押し出し、これにより
、インク表面５２０がノズル２８から僅かに突出する（図５Ｂ参照）。最初の部分的な液
滴が分離または後退し得る前に、第２のパルスがインクの更なる体積をノズル２８を通し
て押し出し、これにより、ノズル２８からのインクの突出が増加する。図５Ｃおよび図５
Ｄに示されるように、第２および第３のパルスによるインクがそれぞれ液滴の体積を増加
させ、運動量を増加させる。一般的に、一続きのパルスによるインクの体積は、図５Ｃお
よび図５Ｄに示されるように、形成中の液滴の膨らみとして見ることができる。最終的に
、第４のパルスで、ノズル２８が単一の液滴５３０を射出し、メニスカス５１０は初期位
置に戻る（図５Ｅ）。図５Ｅには、液滴頭部をノズルと結んでいる非常に細い後尾部５４
４も示されている。この後尾部のサイズは、大きいノズルを用いてシングルパルスで形成
される液滴よりも、かなり小さくなり得る。
【００４２】
　図６Ａ～６Ｉには、液滴の射出を示す一連の写真が示されている。この例では、インク
ジェットは直径が５０μｍの円形のオリフィスを有する。インクジェットは、約６０ｋＨ
ｚのパルス周波数の４パルスのマルチパルス波形によって駆動され、２５０ピコリットル
の液滴を生じた。画像は６マイクロ秒毎に撮影された。オリフィスから突出するインクの
体積は、連続する各パルス毎に増加している（図６Ａ～６Ｇ）。図６Ｈ～６Ｉには、射出
された液滴の軌跡が示されている。尚、インクジェットの表面は反射性であるため、各画
像の上半分には液滴の鏡像が生じている。
【００４３】
　複数の発射パルスで単一の大きい液滴を形成することにより、後尾部の液体の体積を減
らすことができる。液滴の「後尾部」とは、後尾部が分離するまで液滴頭部、即ち液滴の
先頭部をノズルと結んでいる糸状の液体のことである。液滴後尾部の移動速度は、液滴の
先頭部より遅いことが多い。場合によっては、液滴後尾部によって、液滴の本体と同じ位
置に着地しない衛星、即ち別の液滴が形成され得る。従って、液滴後尾部は、全体的な射
出器性能を低下させ得る。
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【００４４】
　マルチパルスによる液滴発射で液滴後尾部を減少させることができるのは、一連の液体
の体積が衝突することで、液滴形成の特性が変化するからであると考えられる。マルチパ
ルス波形の後の方のパルスは、マルチパルス波形の先の方のパルスによって駆動された、
ノズル出口にある液体の中へと液体を駆動し、各液体の速度がそれぞれ異なることにより
、それらの液体の体積が混合され拡散する。この混合および拡散により、液滴頭部の全直
径の太さの糸状の液体がノズルまでつながるのを防止することができる。シングルパルス
による液滴でしばしば観察される円錐状の後尾部とは異なり、マルチパルスによる液滴は
、一般的に、後尾部を有しないか、または非常に細い糸状の後尾部を有する。図１５Ａお
よび図１５Ｂは、１０ｋＨｚの発射速度および８ｍ／秒の液滴速度における、８０ピコリ
ットルの液滴の液滴形成において、２０ピコリットルのジェット設計でマルチパルスを用
いた場合と、８０ピコリットルのジェット設計でシングルパルスを用いた場合との比較で
ある。同様に、図１６Ａおよび１６Ｂは、２０ｋＨｚの発射速度および８ｍ／秒の液滴速
度における、８０ピコリットル液滴の液滴形成において、２０ピコリットルのジェット設
計でマルチパルスを用いた場合と、８０ピコリットルのジェット設計でシングルパルスを
用いた場合との比較である。これらの図面には、マルチパルスによる液滴では形成される
後尾部が減少していることが示されている。
【００４５】
　先に述べたように、ジェットの固有周波数を決定する１つの方法は、ジェットの周波数
応答データのフーリエ解析を行うことである。以下に説明するように、液滴射出器の液滴
速度応答の非線形性により、周波数応答は線形化され、フーリエ解析の精度が高まる。
【００４６】
　例えば、圧電駆動されるドロップ・オン・デマンド型のインクジェットのような、機械
的に作動される液滴射出器では、周波数応答の挙動は、一般的に、ジェット内における、
射出された前の液滴の残留圧力（および流れ）の結果であるとされている。理想的な条件
下では、チャネル内を移動する圧力波は、時間に関して線形に減衰する。速度データから
圧力波の振幅を近似できる場合には、より線形に挙動するジェット内の圧力波を表わす相
当（equivalent）周波数応答を導出できる。
【００４７】
　チャンバ内の圧力のばらつきの判定には多くの方法がある。例えば、圧電駆動される射
出器等といった幾つかの液滴射出器では、印加電圧とポンプチャンバ内に生じる圧力との
関係は、しばしば線形であると仮定できる。非線形性が存在する場合には、それらを、例
えば圧電偏向を測定することによって特徴付けることができる。幾つかの実施形態では、
圧力を直接測定することができる。
【００４８】
　或いは、またはそれに加えて、ジェットの速度応答からジェット内の残留圧力を判定で
きる。この手法では、測定された速度で液滴を発射するのに必要な電圧を所定の関数から
決定することにより、速度応答が電圧相当の周波数応答に変換される。この関数の例は、
例えば以下のような多項式である。
【００４９】
Ｖ＝Ａｖ２＋Ｂｖ＋Ｃ
式中、Ｖは電圧であり、ｖは速度であり、Ａ、ＢおよびＣは実験的に決定できる係数であ
る。この変換により、実際の発射電圧と比較可能な相当発射電圧が求められる。相当発射
電圧と実際の発射電圧との差が、ジェット内の残留圧力の大きさである。
【００５０】
　任意の特定の射出周波数で連続的に駆動される場合には、ジェット内の残留圧力は、発
射周期（即ち、発射周波数の逆数）だけ間隔を置いた一続きのパルス入力（１発射周期前
のパルスが最も最近のパルスである）の結果である。周波数応答の電圧相当の振幅を、波
形の周波数の逆数に対してプロットする。これは、速度応答と発射からの時間とを比較す
ることと同等である。従って、パルス間の時間に対する電圧相当の振幅のグラフは、時間
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の関数としてのジェット内の圧力波の減衰を表わす。時間に対する電圧相当の応答のグラ
フの各点における実際の駆動関数は、その点における時間の逆数に等しい周波数の一続き
のパルスである。周波数応答データが適切な周波数間隔で取得されている場合には、その
データを補正して、シングルパルスに対する応答を表わすことができる。
【００５１】
　この応答は次式で表わすことができる。
【００５２】
Ｒ（ｔ）＝Ｐ（ｔ）＋Ｐ（２ｔ）＋Ｐ（３ｔ）＋…
式中、Ｒ（ｔ）は期間ｔだけ離間した一続きのパルスに対するジェット応答であり、Ｐ（
ｔ）は時間ｔにおけるシングルパルス入力に対するジェット応答である。Ｒ（ｔ）が入力
の線形関数であるとすると、応答式を代数的に操作して、測定されたＲ（ｔ）が与えられ
る場合のＰ（ｔ）を解くことができる。一般的に、ジェット内の残留エネルギーは時間と
共に減衰するので、限られた数の応答時間を算出すれば、十分に正確な結果が提供される
。
【００５３】
　上記の解析は、所与の周波数で射出される一続きのパルスをイメージング／測定システ
ムで測定するために、液滴をストロボ光で照明し、ジェットが連続的に射出される試験台
上で取得された周波数応答データに基づくことができる。或いは、パルス間の時間が特定
の量だけ増分されるよう離間されたパルスの対を用いて、ジェットを繰り返し発射しても
よい。パルスの対は、次の対が発射される前にジェット内の残留エネルギーが実質的に消
失するように、パルス間の十分な遅延をもって発射される。この方法では、シングルパル
スに対する応答を導出する際に、先のパルスを考慮する必要をなくすことができる。
【００５４】
　導出された周波数応答は、一般的に、伝達関数を十分に近似するものとなる。これらの
試験では、ジェットに対するパルス入力は、測定しなければならない周波数に対して相対
的に狭い。一般的に、パルスをフーリエ変換すると、パルス幅の逆数より低い全周波数に
おける周波数成分が示される。パルスが対称的な形状を有すると仮定すると、これらの周
波数の振幅は、パルス幅の逆数に等しい周波数において０まで減少する。例えば、図７に
は、約２５０ｋＨｚで０まで減衰する４マイクロ秒の台形波形のフーリエ変換が示されて
いる。
【００５５】
　フーリエ変換を用いて射出器の周波数応答を判定するには、周波数の関数としての射出
器からの液滴速度のデータを取得すべきである。射出器は、予測される射出器の固有周期
（射出器の固有周波数の逆数に等しい）に適した短いパルス幅を有する単純な発射パルス
で駆動されるべきである。発射パルスの周期が短ければ、発射パルスの高調波成分が高い
周波数にまで及ぶことが確実になり、従って、ジェットがインパルスによって駆動されて
いるかのように応答し、周波数応答データは発射パルス自体による影響を実質的に受けな
くなる。図８には、８０ピコリットルの液滴射出器の特定の構成についての周波数応答曲
線の一例が示されている。
【００５６】
　液滴の速度の関数としての、液滴の発射に必要な電圧に関するデータも取得されるべき
である。このデータは、射出器の応答を線形化するために用いられる。大半の液滴射出器
では、液滴速度と電圧との関係は、特に低電圧（即ち、低速）においては非線形である。
フーリエ解析が速度データに対して直接行われる場合には、液滴速度とジェット内の圧力
エネルギーとの非線形の関係によって周波数成分が歪められる可能性が高い。例えば多項
式等といった曲線近似で、この電圧／速度関係を表わすことができ、得られた式を用いて
、速度応答を電圧相当の応答に変換することができる。
【００５７】
　速度周波数応答を電圧に変換した後、ベースライン（低周波）電圧を減算する。得られ
た値は、ジェット内の残留駆動エネルギーを表わす。先に述べたように、これは、時間応



(12) JP 5254953 B2 2013.8.7

10

20

30

40

50

答にも変換される。図９には、パルス遅延時間の関数としての電圧相当の応答の一例が示
されている。この曲線は、周波数応答の指数関数的減衰の包絡線を示すものである。
【００５８】
　フーリエ変換を用いて、電圧相当の時間応答データを解析できる。図１０には、射出器
の時間応答に対するフーリエ解析と、４パルス波形のフーリエ解析との結果が示されてい
る。暗い方の線は、液滴射出器（ジェット）の時間応答のフーリエ変換を表わす。この例
では、３０ｋＨｚに強い応答が示されており、これは、この射出器の基本固有周波数であ
る。６０ｋＨｚには大きな第２の高調波も示されている。
【００５９】
　図１０には、同じ射出器を駆動するために設計された４パルス波形のフーリエ変換も示
されている。図示されるように、この波形は、射出器の基本固有周波数において低いエネ
ルギーを有する。この波形におけるエネルギーは射出器の固有周波数で低くなっているの
で、この波形は射出器の共振応答を実質的に励起しない。
【００６０】
　図１１には、２つの異なる射出器の周波数応答データが示されている。これらの射出器
は同じサイズの液滴を発射する。暗い方の線は、４パルス波形を用いて発射された上記の
例で用いた射出器のデータである。明るい方の線は、シングルパルス波形を用いて同じサ
イズの液滴を発射した射出器のデータを示している。シングルパルス波形を用いた応答は
、マルチパルス波形と比べてかなりばらつきが大きい。
【００６１】
　特定のインクを用いる幾つかのインクジェット構成では、固有周波数の判定をすぐに容
易にするような時間対速度の曲線は提供されない。例えば、反射される圧力波を大きく減
衰させるインク（例えば、粘度が高いインク）は、残留パルスの振幅を、時間対速度の曲
線で振動がほとんどまたは全く観察されないレベルまで減少させ得る。幾つかのケースで
は、減衰が大きいジェットは、非常に低い周波数のみで発射を行う。幾つかのジェット発
射条件では、周波数応答のグラフは非常に不規則になるか、または、主要な固有周波数の
識別が困難な、相互作用する２つの強い周波数を示すものとなる。このような場合には、
別の方法で固有周波数を判定することが必要となり得る。そのような１つの方法は、理論
モデルを用いて、例えば、ジェットおよびインクの物理的寸法、材料特性および流体特性
からジェットの固有周波数を算出することである。
【００６２】
　固有周波数の計算には、ジェットの各部分における音速を決定し、各部分の長さに基づ
き音波の移動時間を算出することが含まれる。全ての時間を加算することにより総移動時
間τｔｒａｖｅｌが決定され、次に、各部分を通る圧力波の往復を考慮して総移動時間が
２倍される。移動時間の逆数τｔｒａｖｅｌ

－１が、固有周波数ｆｊである。
【００６３】
　液体中の音速は、液体の濃度および体積弾性率の関数であり、次式で決定できる。
【数２】

【００６４】
式中、ｃｓｏｕｎｄは音速（メートル／秒）であり、Ｂｍｏｄは体積弾性率（パスカル）
であり、ρは濃度（キログラム／ｍ３）である。或いは、測定が容易であり得る音速およ
び濃度から、体積弾性率を導くこともできる。
【００６５】
　インクジェットの構造的なコンプライアンスが大きい部分では、液体の有効体積弾性率
を決定するために、音速の計算にコンプライアンスを含めるべきである。一般的に、コン
プライアンスが高い部分としては、ポンプチャンバが含まれる（通常、ポンプ要素（例え
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ば、アクチュエータ）はコンプライアンスを有する必要があるため）。ジェットの液体を
囲む部分であって、壁が薄くなっている他の部分や、コンプライアンスを有する他の構造
も含まれ得る。構造的なコンプライアンスは、例えば、ＡＮＳＹＳ（登録商標）ソフトウ
ェア（米国ペンシルベニア州カノンズバーグに所在するアンシス社（Ansys Inc.）から市
販されている）等といった有限要素法プログラムを用いて、または注意深い手動計算によ
って算出できる。
【００６６】
　流路内における液体のコンプライアンスＣＦは、液体の実際の体積弾性率、およびチャ
ネル容積Ｖから、次式のように算出できる。
【数３】

【００６７】
液体のコンプライアンスの単位はｍ３／パスカルである。
【００６８】
　チャネル内における有効音速は、液体のコンプライアンスに加えて、チャネル構造のコ
ンプライアンスを考慮して調節されるべきである。チャネル構造（例えばチャネル壁）の
コンプライアンスは、様々な標準的な機械工学の式によって算出できる。特に構造が複雑
な場合には、この計算に有限要素法を用いることもできる。液体の総コンプライアンスＣ

ＴＯＴＡＬは次式によって求められる。
【００６９】
ＣＴＯＴＡＬ＝ＣＦ＋ＣＳ

式中、ＣＳは構造のコンプライアンスである。インクジェットの各部分における液体中の
有効音速ｃｓｏｕｎｄＥｆｆは、次式で決定できる。
【数４】

【００７０】
式中、ＢｍｏｄＥｆｆは有効体積弾性率であり、流路の総コンプライアンスおよび体積か
ら算出できる。
【数５】

【００７１】
　射出器の駆動に用いられる波形を適切に設計することにより、液滴射出器の周波数応答
を改善することができる。周波数応答の改善は、液滴射出後の射出器内の残留エネルギー
を低減または解消するよう調節された発射パルスを用いて液滴射出器を駆動することによ
って達成できる。これを達成する１つの方法は、射出器の共振周波数の倍数である基本周
波数を有する一続きのパルスを用いて射出器を駆動することである。例えば、マルチパル
スの周波数は、ジェットの共振周波数の約２倍に設定され得る。ジェットの共振周波数の
２～４倍のパルス周波数を有する一続きのパルス（例えば、２～４個のパルス）は、ジェ
ットの共振周波数において非常に低いエネルギー成分を有する。図１０からわかるように
、ジェットの共振周波数における波形のフーリエ変換の振幅は、この波形における相対的
なエネルギーをよく示すものである。このケースでは、マルチパルス波形は、ジェットの
固有周波数において、包絡線の振幅（フーリエ変換のピークによって示される）の約２０
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％を有する。
【００７２】
　先に述べたように、マルチパルス波形は、単一の液滴を形成させるのが好ましい。単一
の液滴を形成することで、形成される液滴において、個々のパルスの個別の駆動エネルギ
ーが平均化されることが確実になる。パルスの駆動エネルギーの平均化は、液滴射出器の
周波数応答の平坦化に部分的に関与する。パルスのタイミングが射出器の共振周期の倍数
（例えば、共振周期の２～４倍）である場合には、複数のパルスは、射出器の共振周期の
整数倍の周期にわたるものとなる。このタイミングにより、前回の液滴発射の残留エネル
ギーが大きく自己相殺され、現在の液滴の形成にほとんど影響しなくなる。
【００７３】
　マルチパルス波形による単一の液滴の形成は、パルスの振幅およびタイミングに依存す
る。パルス列の最初のパルスは、液滴を一滴も射出させるべきではなく、最後のパルスに
よって駆動される液体の最後の体積は、液滴がノズルから分離し単一の液滴が形成される
のを確実にする十分なエネルギーで、ノズルで形成されている最初の体積と合体すべきで
ある。個々のパルス幅は、個々の液滴の形成時間に対して相対的に短いべきである。パル
ス周波数は、液滴の分離基準に対して相対的に高いべきである。
【００７４】
　パルス列の最初のパルスは、後のパルスよりも短い持続時間を有し得る。短いパルスの
駆動エネルギーは、同じ振幅のより長いパルスの駆動エネルギーよりも低い。これらのパ
ルスが（最大液滴速度に対応する）最適なパルス幅に対して相対的に短いならば、後の（
より長い）パルスによって駆動される液体の体積は、先のパルスよりも高いエネルギーを
有する。後で発射された体積のエネルギーの方が高いということは、それらが、先に発射
された体積と合体することを意味し、その結果、単一の液滴が生じる。例えば、４パルス
波形では、パルス幅は以下のタイミングを有し得る。第１のパルス幅は０．１５～０．２
５、第２のパルス幅は０．２～０．３、第３のパルス幅は０．２～０．３、第４のパルス
幅は０．２～０．３（各パルス幅は、全パルス幅の小数部を表わす）。
【００７５】
　幾つかの実施形態では、複数のパルスは等しい幅および異なる振幅を有する。パルスの
振幅は、最初のパルスから最後のパルスに向かって増加し得る。これは、ノズルに送出さ
れる液体の最初の体積のエネルギーが、後の体積のエネルギーより低いことを意味する。
液体の各体積のエネルギーは、次第に大きくなり得る。例えば、４パルス波形では、個々
の発射パルスの相対的な振幅は以下の値を有し得る。第１のパルスの振幅は０．２５～１
．０（例えば、０．７３）、第２のパルスの振幅は０．５～１．０（例えば、０．９１）
、第３のパルスの振幅は０．５～１．０（例えば、０．９５）、第４のパルスの振幅は０
．７５～１．０（例えば、１．０）。
【００７６】
　他の関係も可能である。例えば、幾つかの実施形態では、後のパルスは最初のパルスよ
り低い振幅を有し得る。
【００７７】
　パルス幅および振幅の値は、液滴形成、電圧および電流の要件、ジェットの持続性、そ
の結果のジェットの周波数応答、並びに波形を評価するための他の基準を用いて実験的に
決定できる。解析的な方法を用いて、単一の液滴の液滴形成時間および液滴分離基準を推
定することもできる。
【００７８】
　後尾部の分離時間は、発射パルス間の期間より実質的に長いのが好ましい。これは、液
滴形成時間がパルス時間よりかなり長いので、複数の個別の液滴が形成されないことを意
味する。
【００７９】
　具体的には、単一の液滴の形成について、２つの基準を評価して、後尾部分離時間また
は液滴形成時間を推測することができる。射出器の形状および液体の特性から、時間パラ
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メータＴ０を算出できる（例えば、フロム（Fromm, J.E.）の「ドロップ・オン・デマン
ド型ジェットの流体力学の数値計算（Numerical Calculation of the Fluid Dynamics of
 Drop-on-demand Jets）」（IBM J. Res. Develop., Vol. 28 No. 3、１９８４年５月）
を参照）。このパラメータは、ノズル形状および液体の特性を液滴形成時間に関係付ける
スケーリングファクタを表わすものであり、液滴形成の数値モデルを用いて導出される。
【００８０】
　Ｔ０は次式によって定義される。
【００８１】
Ｔ０＝（ρｒ３／σ）１／２

式中、ｒはノズル半径（例えば５０マイクロメートル）であり、ρは液体の濃度（例えば
、１ｇｍ／ｃｍ３）であり、σは液体の表面張力（例えば、３０ｄｙｎ／ｃｍ）である。
これらの値は、一般的な試験液（例えば、水およびグリコールの混合液）で８０ピコリッ
トルの液滴を生じるジェットの寸法に対応するものである。上記に参照したフロムの文献
で説明されているように、一般的に、ピンチオフ時間はＴ０の約２倍から４倍まで変化す
る。従って、上述のパラメータ値の例では、この基準により、分離時間は１３０～２６０
マイクロ秒になる。
【００８２】
　後尾部分離時間を求める別の計算は、ミルズ、リーおよびトーク（Mills, R.N., Lee F
.C. and Talke F.E.）の「カラープリンティングのためのドロップ・オン・デマンド型イ
クジェット技術（Drop-on-demand Ink Jet Technology for Color Printing）」（SID 82
 Digest, 13, 156-157、１９８２年）で論じられており、次式で与えられる後尾部分離時
間Ｔｂについて、実験的に導出されたパラメータを用いる。
【００８３】
Ｔｂ＝Ａ＋Ｂ（μｄ）／σ
式中、ｄはノズル直径であり、μは液体の粘度であり、ＡおよびＢは近似パラメータであ
る。一例では、Ａは４７．７１と決定され、Ｂは２．１３と決定される。この例では、ノ
ズル直径が５０マイクロメートル、粘度が１０センチポアズ、表面張力が３０ｄｙｎ／ｃ
ｍである場合、後尾部分離時間は約８３マイクロ秒である。
【００８４】
　液体の層流ジェットの安定性についてのレイリー基準を用いて、個別の液滴の形成が最
適化され得る発射周波数の範囲を推測できる。この基準は次式で表わすことができる。
【００８５】
ｋ＝πｄ／λ
式中、ｋは、液体の円柱形のジェットについての安定性の式から導出されたパラメータで
ある。ジェットの安定性は、表面の摂動（例えば、パルスによって生じる撹乱等）の振幅
が大きくなるか否かによって決定される。λは射出器上の表面波の波長である。分離した
液滴を形成するには、パラメータｋは０～１であるべきである。λは、液滴速度ｖをパル
ス周波数ｆで割った値に等しいので、この式は周波数および速度に関して変形可能である
。従って、分離した液滴の形成については、次式となる。
【００８６】
ｆ≦ｖ／（πｄ）
例えば、ｄ＝５０マイクロメートル、ｖ＝８ｍ／秒の射出器では、この解析によれば、効
果的な液滴分離のために、ｆは約５０ｋＨｚ未満であるべきである。この例では、マルチ
パルス波形で単一の液滴を提供するには、約６０ｋＨｚのマルチパルス発射周波数が有用
であるはずである。
【００８７】
　マルチパルス波形中のパルス数を変えることにより、各液滴の質量を変えることができ
る。各マルチパルス波形は、射出される各液滴の所望の液滴質量に従って選択される任意
の数のパルス（例えば、２つ、３つ、４つ、５つ、またはそれ以上のパルス）を含み得る
。
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【００８８】
　一般的に、液滴質量は所望により変えることができる。マルチパルス波形中の発射パル
スのパルス振幅、パルス幅、および／またはパルス数を増加させることにより、より大き
い液滴を生成できる。幾つかの実施形態では、各射出器は、可能な最小液滴質量が、可能
な最大液滴質量の約１０％（例えば、約２０％、５０％）となるような、或る範囲にわた
って体積が異なる液滴を射出できる。幾つかの実施形態では、１つの射出器が、約１０～
４０ピコリットルの範囲内（例えば約１０～２０ピコリットル等）の液滴質量の液滴を射
出できる。他の実施形態では、液滴質量を８０～３００ピコリットルの間で変えることが
できる。更に別の実施形態では、液滴質量を２５～１２０ピコリットルの間で変えてもよ
い。可能な液滴サイズのバリエーションが大きいことは、階調プリントを用いる用途で様
々な階調を提供する際に特に有益であり得る。幾つかの用途では、２つの質量レベルを有
する液滴質量に対して、約１～４の範囲があれば、効果的な階調の提供に十分である。
【００８９】
　液滴質量に加えてまたは液滴質量の代わりに、更なる液滴特性を調整するために、パル
ス列プロファイルを選択することができる。適切なパルス列プロファイルを選択すること
により、例えば、液滴後尾部の長さおよび体積を実質的に減少させることができる。液滴
後尾部とは、液滴の先端の略後方に尾を引く液滴中のインクの体積（例えば、液滴の形状
を本質的な球体から異ならせる任意の量の液体）のことであり、性能の低下を招く可能性
が高い。液滴の先端からノズル直径の２倍を超えて後方にある液体は、一般的に、性能に
悪影響を及ぼす。液滴後尾部は、一般的に、液滴射出後に最後的な量の液体をノズルから
引張り出す表面張力および粘度の作用によって生じる。移動速度が遅いインクが、移動速
度が速いインクと同時にまたはそれより後にオリフィスから射出されると、移動速度が速
いインクの後に尾を引くので、液滴後尾部は、液滴の異なる部分間の速度のばらつきの結
果であり得る。多くの場合には、後尾部が大きいと、移動する基体上において液滴先端と
は異なる部分に当たることにより、プリント画像の品質を低下させ得る。
【００９０】
　幾つかの実施形態では、射出される液滴が、オリフィスから短距離以内において実質的
な球体になるよう、後尾部を十分に減少させることができる。例えば、液滴の質量の少な
くとも約６０％（例えば、少なくとも約８０％）が、液滴内の点から半径ｒ以内に含まれ
るようにすることができる。ここで、ｒは、次式によって与えられる完全に球体の液滴の
半径に対応する。
【数６】

【００９１】
式中、ｍｄは液滴の質量であり、ρはインクの濃度である。換言すれば、液滴の質量の少
なくとも約６０％が液滴内の点から半径ｒ以内に配置される場合には、液滴の質量の約４
０％未満が後尾部に配置される。幾つかの実施形態では、液滴の質量の約３０％未満（例
えば、約２０％未満、１０％未満、５％未満）が液滴後尾部に配置される。約４ｍｓ－１

を超える（例えば、約５ｍｓ－１を超える、６ｍｓ－１を超える、７ｍｓ－１を超える、
８ｍｓ－１を超える）液滴速度では、液滴の質量の約３０％未満（例えば、約２０％未満
、１０％未満、５％未満）を液滴後尾部に配置できる。
【００９２】
　液滴後尾部の液体の比率は、例えば図１５Ａ～図１５Ｂ並びに図１６Ａ～図１６Ｂに示
されているもののような、液滴の写真画像から判定できる。具体的には、画像中における
液滴本体および液滴後尾部の相対面積から、液滴後尾部の液体の比率を推定できる。
【００９３】
　液滴特性に影響するパルスパラメータは、一般的に相関している。更に、液滴特性は、
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液滴射出器の他の特性（例えば、チャンバ容積）および液体の特性（例えば、粘度および
濃度）にも依存し得る。従って、特定の質量、形状、および速度を有する液滴を生じるた
めのマルチパルス波形は、射出器毎に、および異なるタイプの液体毎に異なり得る。
【００９４】
　上述のマルチパルス波形は連続パルスで構成されるものであったが、幾つかの実施形態
では、射出器は、不連続パルスを含むマルチパルス波形を用いて液滴を生成し得る。図１
２を参照すると、不連続パルスを含むマルチパルス波形の一例はマルチパルス波形５００
であり、マルチパルス波形５００は、パルス５１０、５２０、５３０および５４０を含む
。全体波形の１番目のパルス５１０は、全体波形の２番目のパルス５２０からヌル期間５
１２だけ離間されている。２番目のパルス５２０は、３番目のパルス５３０からヌル期間
５２２だけ離間されている。同様に、４番目のパルス５４０は、３番目のパルス５３０か
らヌル期間５３２だけ離間されている。パルス周期と遅延期間との関係を特徴付ける１つ
の方法は、パルスのデューティサイクルによるものである。本願明細書で用いる各パルス
のデューティサイクルとは、パルス間の期間（即ち、パルス周期＋遅延期間）に対するパ
ルス周期の割合のことである。例えば、１のデューティサイクルは、図４Ａに示されてい
るような、遅延期間が０のパルスに対応する。パルスが有限の遅延期間によって離間され
る場合には、デューティサイクルは１未満である。幾つかの実施形態では、マルチパルス
波形中のパルスは、１未満（例えば約０．８以下、０．６以下、０．５以下等）のデュー
ティサイクルを有し得る。幾つかの実施形態では、波形間に遅延期間を用いて、後続のパ
ルスと先行するパルスとの干渉の影響を低減することがきる。例えば、反射パルスの減衰
が低い（例えば、インク粘度が低い）場合には、隣接するパルスどうしを時間的にオフセ
ットして、これらの干渉の影響を低減することが望ましい場合がある。
【００９５】
　図１３および図１４を参照すると、インクジェットプリントヘッドを用いたプリント中
に、インクジェットを複数のマルチパルス波形で駆動することにより、各インクジェット
から複数の液滴が射出される。図１３に示されるように、マルチパルス波形８１０および
８２０の後には、遅延期間８１２および８２２がそれぞれ続いている。マルチパルス波形
８１０に応答して１つの液滴が射出され、マルチパルス波形８２０に応答してもう１つの
液滴が射出される。一般的に、隣接するマルチパルス波形のプロファイルは、同様の液滴
が必要であるか否かによって、同じであってもよくまたは異なっていてもよい。
【００９６】
　マルチパルス波形間の最小限の遅延期間は、一般的に、プリント解像度およびマルチパ
ルス波形の持続時間によって異なる。例えば、相対的な基体速度が約１メートル／秒であ
る場合には、６００ｄｐｉのプリント解像度を提供するためのマルチパルス波形の周波数
は２３．６ｋＨｚであるべきである。従って、この場合には、隣接するマルチパルス波形
は、４２．３マイクロ秒だけ離間されるべきである。従って、各遅延期間は、４２．３マ
イクロ秒とマルチパルス波形の持続時間との差である。
【００９７】
　図１４には、２３μｍの直径を有する１つの円形のオリフィスから複数の液滴を射出す
るインクジェットの例が示されている。この実施形態では、発射レートが４０ｋＨｚであ
ったため、駆動パルスの持続時間は約１６マイクロ秒であり、離間は２５マイクロ秒であ
った。
【００９８】
　図１５Ａ～図１５Ｂ並びに図１６Ａ～図１６Ｂは、２通りの異なる周波数で８０ピコリ
ットルの液滴を発射する２つのジェットの比較を示すものである。図１５Ａおよび１６Ａ
に示されている一方のジェットは、より小さいジェット（ノミナルで２０ピコリットル）
であり、４パルス波形を用いて８０ピコリットルの液滴を射出する。図１５Ｂおよび１６
Ｂに示されている他方のジェットは、シングルパルス波形を用いた８０ピコリットルのジ
ェットである。マルチパルス波形を用いて形成された液滴では、シングルパルス波形を用
いて形成された液滴と比較して、後尾部の質量が低減されている。
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【００９９】
　幾つかの実施形態では、射出される液体の体積に影響する１つ以上の一次パルスと、射
出される液体の体積にさほど影響しない１つ以上の二次パルスとを含むマルチパルス波形
によって、液滴射出装置を駆動できる。例えば、図１７Ａを参照すると、マルチパルス波
形１７００は、一次パルス１７０１と、それに続く４つの二次パルス１７０２～１７０５
とを含み得る。液滴射出装置は、一次パルス１７０１に応答して、或る体積の液体を射出
する。それに続く二次パルス１７０２～１７０５は、射出される液体の体積をさほど変化
させない。しかし、二次パルス１７０２～１７０５は、射出される液滴の形状に影響し得
る。
【０１００】
　一次パルス１７０１は、ｔ０からｔ１までの持続時間を有する台形パルスである。一次
パルス１７０１はピーク電圧Ｖ１を有する。ｔ２－ｔ１の遅延が、一次パルス１７０１を
、同じく台形の形状である最初の二次パルス１７０２から離間している。二次パルス１７
０２は、ｔ２からｔ３までの持続時間、ピーク電圧Ｖ２、およびｔ４－ｔ２のパルス周期
を有する。二次パルス１７０３～１７０５は二次パルス１７０２と同じ形状（即ち台形）
、周期およびピーク電圧を有する。
【０１０１】
　一般的に、一次パルス１７０１と二次パルス１７０２と間の遅延ｔ２－ｔ１は、所望に
より変えることができる。幾つかの実施形態では、ｔ２－ｔ１は、二次パルス１７０２が
射出される液体の体積をさほど変えないよう十分な長さを有する。遅延時間ｔ２－ｔ１は
、ジェットの固有周波数に対応する期間より大きくてもよい（例えば、約１．１ｆｊ

－１

以上、約１．２ｆｊ
－１以上、約１．３ｆｊ

－１以上、約１．５ｆｊ
－１以上、約１．８

ｆｊ
－１以上）。幾つかの実施形態では、遅延時間ｔ２－ｔ１は約１０μｓ以上（例えば

、約１５μｓ以上、約２０μｓ以上、約３０μｓ以上、約５０μｓ以上）である。一般的
に、ｔ２－ｔ１は、液滴後尾部がノズル中に残る液体から分離するのにかかる時間を超え
ないべきである。
【０１０２】
　マルチパルス波形１７００ではＶ１はＶ２より大きいが、一般的に、マルチパルス波形
における一次パルスおよび二次パルスの相対的なピーク電圧は様々であり得る。一次パル
スのピーク電圧は、或る体積の液体をノズルから射出させるのに十分なものであるべきで
あり、一方、二次パルスのピーク電圧は、実質的に液体の射出を生じさせないものである
べきである（液体の射出はパルス持続時間にも依存し、これについては後述する）。幾つ
かの実施形態では、Ｖ１は、例えば約５０Ｖ以上等（例えば、約６０Ｖ以上、約７０Ｖ以
上、約８０Ｖ以上、約９０Ｖ以上）の比較的高いものであってもよい。Ｖ２も比較的高く
てもよく（例えば、約５０Ｖ以上、約６０Ｖ以上、約７０Ｖ以上、約８０Ｖ以上）、また
は比較的低くてもよい（例えば、約３０Ｖ以下、約２０Ｖ以下）。更に、各二次パルス１
７０２～１７０５は同じピーク電圧Ｖ２を有しているが、一般的に、各二次パルスの相対
的なピーク電圧は様々であり得る。
【０１０３】
　マルチパルス波形１７００では、一次パルス１７０１の持続時間は、後続の二次パルス
１７０２～１７０５の持続時間より大きい。しかし、一般的に、一次パルスおよび二次パ
ルスの相対的な持続時間は所望により様々であってよい。更に、一般的に、一次パルスお
よび二次パルスの周波数は所望により様々であり得る。一次パルスの周波数は、所望の体
積の液滴を提供するよう選択され得る。二次パルスの周波数は、二次パルスが、一次パル
スに応答してノズルから射出される液体の体積にさほど影響せずに、チャンバ内の液体に
圧力波を及ぼすよう選択され得る。幾つかの実施形態では、一次パルスの周波数はおよそ
ｆｊ（ジェットの固有周波数）またはそれ以上（例えば、約１．２ｆｊ以上、約１．５ｆ

ｊ以上、約２ｆｊ以上、約３ｆｊ以上）である。或いは、またはそれに加えて、二次パル
スの周波数はおよそｆｊまたはそれ以上（例えば、約２ｆｊ以上、約３ｆｊ以上、約４ｆ

ｊ以上、約５ｆｊ以上）であり得る。
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【０１０４】
　マルチパルス波形１７００は１つの一次パルスおよび４つの二次パルスを含んでいるが
、一般的に、一次パルスおよび二次パルスの数は所望により様々であり得る。例えば、マ
ルチパルス波形は、所望の液滴体積を提供するよう選択可能な２つ、３つ、４つ、または
それ以上のパルスを含み得る。マルチパルス波形は、所望の液滴形状（例えば、所望の後
尾部長さ）を提供するよう選択される１つ、２つ、３つ、４つ、５つ、６つ、７つ、８つ
、またはそれ以上の二次パルスを含む。
【０１０５】
　或る実施形態では、二次パルスを用いて、液滴後尾部の長さを減少させることができる
。例えば、液体が、例えば高分子量ポリマー等といった高分子量材料を含む（以下、高分
子量液体）用途では、マルチパルス波形によって、射出される液体の体積における液滴の
分離を促すことにより、後尾部の長さを減少させることができる。一般的に、高分子量材
料は、約１，０００以上（例えば、約５，０００以上、約１０，０００以上、約５０，０
００以上）の分子量を有する。幾つかのケースでは、高分子量材料は、約１００，０００
以上（例えば約５００，０００以上等）の分子量を有する分子を含み得る。
【０１０６】
　高分子量液体としては、分子性液体、溶融ポリマー、高分子量材料の溶液、コロイド、
または乳液が含まれる。高分子液体の一例は、発光ポリマーのＤＯＷ Ｇｒｅｅｎ Ｋ２（
ダウ・ケミカル社（Dow Chemical））である。高分子量液体のその他の例としては、有機
液体（即ち、ＤＮＡ）、ＰＥＤＯＴ（ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）ポリ
（スチレンスルホネート）水分散液）、および他のポリイミドまたはポリマー溶液が含ま
れる。
【０１０７】
　二次パルスを用いて、一般的にインクジェットで射出される液体の粘度（即ち、２～２
０センチポアズ）の約１．５～２倍以上の伸長粘度を有する液体等といった、比較的高い
伸長粘度（例えば１２～３０センチポアズまたは１０～５０センチポアズ以上等）を有す
る液体の液滴後尾部の長さを減少させることもできる。比較的高い伸長粘度を有する液体
の例としては、例えば上述の発光ポリマーの溶液等といった様々な高分子量液体が含まれ
得る。
【０１０８】
　後尾部の分離および液滴形成を調べるために、理論的解析を用いることができる。例え
ば、レイリー基準を用いて液滴の分離を解析すると、液体の流れから液滴を形成するため
に流れを励起するための最適な周波数の式が得られる。この式は次式のように表わすこと
ができる。
【０１０９】
λ＝４．５０８Ｄｊ

式中、λは、液体のジェットの表面に及ぼされる撹乱の波長であり、Ｄｊはジェットの直
径であり、これは、射出を、液体がオリフィスと同じ直径を有する場合の、オリフィスか
らの液体の連続流として近似するものである。一例として、オリフィスの直径が約２５μ
ｍであり、液体の速度が８ｍ／秒である場合には、λは１１２μｍであり、これは７１ｋ
Ｈｚの周波数を意味する。従って、形成される液滴の直径の約０．２５倍の後尾部が所望
される場合には、この計算により、約４×７１ｋＨｚ（約２８５ｋＨｚ）の撹乱周波数（
例えば、二次パルス周波数）を用いるべきであることが示される。
【０１１０】
　図１８を参照すると、先に述べた写真解析技術を用いて、（二次パルスの周波数に対応
する）二次パルスの幅の関数としての液滴後尾部の長さを調べた。図１８では、液滴後尾
部の長さ（シングルパルス波形に応答して射出された液滴後尾部の長さに対する、測定さ
れた後尾部の長さの割合として表わされている）が、複数の異なる二次パルス幅に対して
プロットされている。各データ点で、後尾部長さはシングルパルスの液滴と比較して減少
している。
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【０１１１】
　図１８に示されているデータは、スペクトラ社（Spectra, Inc.）（米国ニューハンプ
シャー州ハノーバーに所在）から市販されているＳＸ－１２８プリントヘッドを用いてＬ
ＥＰ液（ダウ・ケミカル社のＤＯＷ Ｇｒｅｅｎ Ｋ２）を射出して取得されたものである
。プリントヘッドを駆動するために用いられたマルチパルス波形は、１つの一次台形パル
スと、それに続く４つの二次台形パルスとを含むものであった。一次パルスの最大電圧は
約７５Ｖであり、二次パルスの最大電圧は約７０Ｖであった。一次パルスの持続時間は４
．５μｓであり、それに続く遅延は約４．５μｓであった。
【０１１２】
　マルチパルス波形１７００では、二次パルスは一次パルス１７０１の後に続いているが
、一般的に、二次パルスは一次パルスに先行するものおよび／または後続するものであり
得る。例えば、図１７Ｂを参照すると、或る実施形態では、マルチパルス波形１７１０は
、一次パルス１７１１に先行する二次パルス１７１２を含む。
【０１１３】
　幾つかの実施形態では、二次パルスは、一次パルスに先行するものおよび後続するもの
の両方であり得る。例えば、図１７Ｃを参照すると、液滴射出装置内の液体を、二次パル
ス１７２２によって連続的に励起でき、液体の射出が所望される位置に、例えば一次パル
ス１７２１のような１つ以上の一次パルスが割り込むことができる。
【０１１４】
　一般的に、上述の駆動方法は、上述の滴射出装置だけでなく、他の液滴射出装置にも適
合させることができる。例えば、この駆動方法は、２００３年６月３日に出願されたビブ
ル（Andreas Bibl）らの「プリントヘッド（PRINTHEAD）」という名称の米国特許出願第
１０／１８９，９４７号、および１９９９年１０月５日に出願されたモイニハン（Edward
 R. Moynihan）らの「シールを有する圧電インクジェットモジュール（PIEZOELECTRIC IN
K JET MODULE WITH SEAL）」という名称の米国特許出願第０９／４１２，８２７号（これ
らの全内容を参照することにより本願明細書に組み込む）の各明細書に記載されているイ
ンクジェットにも適合させることができる。
【０１１５】
　更に、先に述べたように、上述の駆動方法は、インクを射出するものに限らない液滴射
出装置一般に適用可能である。他の液滴射出装置の例としては、パターン化された接着剤
や電子的ディスプレイのパターン化された材料（例えば、有機ＬＥＤ材料）を付着させる
ために用いられるものが挙げられる。
【０１１６】
　本発明の多くの実施形態を説明した。しかし、本発明の精神および範囲を逸脱すること
なく様々な変形がなされ得ることが理解されよう。従って、他の実施形態も添付の特許請
求の範囲内である。
【図面の簡単な説明】
【０１１７】
【図１】プリントヘッドの一実施形態の模式図。
【図２Ａ】インクジェットの一実施形態の断面図。
【図２Ｂ】図２Ａに示されているインクジェットのアクチュエータの断面図。
【図３】一定レートで発射を行う液滴射出器から射出される液滴についての、発射パルス
間の時間に対する正規化された液滴速度のグラフ。
【図４Ａ】液滴射出器を駆動するためのバイポーラ波形についての、正規化された時間に
対する電圧のグラフ。
【図４Ｂ】液滴射出器を駆動するためのユニポーラ波形のグラフ。
【図５】Ａ～Ｅは、マルチパルス波形に応答した、インクジェットのオリフィスからのイ
ンクの射出を示す模式図。
【図６】Ａ～Ｉは、マルチパルス波形に応答した、インクジェットのオリフィスからのイ
ンクの射出を示す写真。
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【図７】波形のフーリエ変換を用いて判定された、単一の４マイクロ秒の台形波形の周波
数成分に対する振幅のグラフ。
【図８】単一の台形波形を用いて発射を行った場合の、４～６０キロヘルツのジェット発
射周波数に対する液滴速度のばらつきを示す、８０ピコリットルの液滴射出器の周波数応
答を示すグラフ。
【図９】例示的な８０ピコリットルの液滴射出器について算出された電圧相当の時間応答
のグラフ。
【図１０】例示的な８０ピコリットルの液滴射出器についての、射出器の時間応答および
４パルス波形のフーリエ変換のグラフ。
【図１１】同様のサイズの液滴を形成する２つの射出器の周波数応答を比較するグラフ。
【図１２】隣接するパルス間に遅延期間を有するマルチパルス波形の時間に対する電圧の
グラフ。
【図１３】複数のマルチパルス波形を含む駆動信号の時間に対する電圧のグラフ。
【図１４】マルチパルス波形を用いた、１つのインクジェットオリフィスからの複数の液
滴の射出を示す写真。
【図１５Ａ】射出周波数が１０ｋＨｚであり、液滴速度が約８ｍｓ－１である場合の、マ
ルチパルス波形を用いた液滴の射出を示す写真。
【図１５Ｂ】射出周波数が１０ｋＨｚであり、液滴速度が約８ｍｓ－１である場合の、シ
ングルパルス波形を用いた液滴の射出を示す写真。
【図１６Ａ】射出周波数が２０ｋＨｚであり、液滴速度が約８ｍｓ－１である場合の、マ
ルチパルス波形を用いた液滴の射出を示す写真。
【図１６Ｂ】射出周波数が２０ｋＨｚであり、液滴速度が約８ｍｓ－１である場合の、シ
ングルパルス波形を用いた液滴の射出を示す写真。
【図１７】Ａ～Ｃは、一次パルスおよび二次パルスを含む様々なマルチパルス波形の時間
に対する電圧のグラフ。
【図１８】発光ポリマーを含有する液体を射出するプリントヘッドについての、二次パル
ス幅の関数としての液滴後尾部の長さのグラフ。
【符号の説明】
【０１１８】
　１０　　インクジェット
　２８　　ノズル
　４００　　マルチパルス波形
　５００　　マルチパルス波形
　８１０、８２０　　マルチパルス波形
　８１２、８２２　　遅延期間
　１７００　　マルチパルス波形
　１７０１　　一次パルス
　１７０２～１７０５　　二次パルス
　１７１０　　マルチパルス波形
　１７１１　　一次パルス
　１７１２　　二次パルス
　１７２１　　一次パルス
　１７２２　　二次パルス
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